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令和８年度ニーズ提案 募集要領
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○「民間提案型官民連携モデリング事業」は、地方公共団体が抱える課題（ニーズ）を、民間事業者の提
案（シーズ）に基づく新たな官民連携手法により解決することを目指す取組です。

○国土交通省の委託調査によって官民が一体となって新たな官民連携手法を構築し、全国の地方公共団
体のモデルとして、地方ブロックプラットフォームなどを通じて横展開につなげていきます。

ニーズ:地方公共団体が抱える公共施設等の課題（インフラの老朽化への対応、遊休公的施設の利活用、カーボンニュートラルの推進 等）

シーズ:民間事業者が有するPPP/PFIのノウハウや技術を活用した新たな事業手法

「民間提案型官民連携モデリング事業」によりニーズとシーズをマッチング

〔シーズの例〕
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民間提案型官民連携モデリング事業の概要
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※1 複数事業者・団体による共同提案も可能です。また、同一提案者から複数の提案をしていただくことも可能です。
ご提出いただいたニーズ・シーズ提案に係る資料は国土交通省のHPにて公開させていただきます。

※2 ニーズ・シーズの提案数等によっては、アピールタイムへの参加を一部制限等させていただく可能性があります。
※3 調査委託先の選定にあたっては、提案の先進性・有効性・汎用性等を考慮する予定です。また、②でシーズ提案を行った提案者には、提案内容に応じて加点評価を検討する予定です。

なお、調査委託の実施は、本事業に係る令和８年度予算が成立することが前提となります。

令和８年度の取組内容

導入検討
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新たな官民連携手法の構築
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①国土交通省の所管する分野における官民連携事業について、官民連携手法を導入して政策課題を解決したい地方公共団体のニーズ提案を募集しま
す※1。ニーズ提案の募集期間は、 1月9日募集開始・2月3日締切とします。今回、特に提案を期待する主なテーマは以下の３つです（下記テーマ以外
の提案も受け付けています）。ニーズ募集締切後、ニーズ提案を国土交通省HPに掲載します。

持続可能なインフラマネジメントの実現 / スモールコンセッションの推進 / グリーン社会の実現

③ 民間事業者が自らの提案をプレゼンするアピールタイム（オンライン開催）を実施し、アピールタイムに参加する地方公共団体と民間事業者のマッチングを
促進します※2。また、シーズ提案を行った民間事業者との個別対話を通じて、提案内容に関する質問や相談ができる個別対話イベントも開催予定です。

④ 地方公共団体の課題の解決に資する優良なシーズ提案については、募集の上、国から調査委託を実施する予定です（10件程度）。
調査委託先の募集・選定方法等に関する詳細は、後日公表予定です※3。

② 寄せられた地方公共団体が抱える課題（ニーズ提案）と、その解決を目指す民間事業者からの新たな官民連携手法（シーズ提案）を募集します
※1。シーズ提案の募集期間は、2月6日募集開始・2月27日締切とする予定です。民間事業者の皆様は、今後HPに掲載するニーズ提案をシーズ提
案の際の参考としてください。
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○ ニーズ・シーズ提案は、原則、「国土交通省の所管する分野※１における官民連携事業※２」に関するものに限ります。
※１ 国土交通省所管の公共施設等（道路、公園、上下水道、公営住宅等）の整備・維持管理、スモールコンセッションを指します。
※２ 本事業では、地方公共団体と民間事業者が連携して行う以下の事業を指します。

PPP/PFI 推進アクションプラン（令和７年改定版）を踏まえ、次のいずれかの類型に該当するものを提案募集の対象とします。
Ⅰ:公共施設等運営権制度を活用した PFI 事業 Ⅱ:収益施設の併設・活用など事業収入等で費用を回収する PPP/PFI 事業
Ⅲ:公的不動産の有効活用を図る PPP 事業 Ⅳ:サービス購入型などの PPP/PFI 事業

ニーズ・シーズ提案の募集について
【民間提案型官民連携モデリング事業】

○ニーズ提案は、募集の締切後に公開します。その後、民間事業者の自由な発想・アイディアをもとにした、地方公共団体が抱
える課題の解決に向けたシーズ提案を募集します。（後日報道発表・募集開始予定）
アピールタイム等のイベントを通じて、ニーズ提案を行った地方公共団体や同じ課題を抱える地方公共団体に民間事業者の
シーズを訴求していただき、官民マッチング、モデル事業の形成を図ります。

ニーズ提案:地方公共団体が抱える公共施設等の課題

シーズ提案:民間事業者が有するPPP/PFIのノウハウや技術を活用した新たな事業手法

「民間提案型官民連携モデリング事業」によりニーズとシーズをマッチング

○ニーズ・シーズ提案に際しては、指定の様式をご利用ください。ニーズ提案にあたっては、様式に沿って、解決したい課題、課
題解決の方向性等を記載してください。（シーズ提案の様式は、後日公表予定です。）

○ シーズ提案について、個別技術や個別商品の提案は募集対象外となります。
ただし、個別技術を活用した新たな官民連携手法の提案又は既存手法の改善提案は応募可能です。

○上記の要件に該当しない場合や、その他の今回の提案募集の趣旨に鑑みて不適切な応募である場合には、国土交通省
HPへの掲載を含めシーズ提案の応募を無効とします。
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持続可能なインフラマネジメントの実現 / スモールコンセッションの推進 / グリーン社会の実現



主なテーマと期待する提案イメージ
【民間提案型官民連携モデリング事業】

テーマ①:持続可能なインフラマネジメントの実現
インフラ老朽化の更なる進行や地域のインフラを支える地方公共団体の職員不足といった課題に対応し、点検・診断等の確

実かつ効率的な実施や、地域の将来像に即したインフラストックの適正化、住民の主体的参画の機運醸成といった「地域の将
来像を踏まえたインフラの再構築」に向けた取組。また、複数自治体のインフラや複数分野のインフラを群として捉え、効率的・効
果的にマネジメントする「群マネ※１」の取組や、新技術の活用や維持管理データの蓄積・共有等による点検・診断等の効率
化・高度化といった「地域のインフラを支える地方公共団体の管理機能の維持」に向けた取組。

＜民間事業者によるシーズ提案のイメージ＞＜地方公共団体によるニーズ提案のイメージ＞

など
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路面下のインフラ等の「見えにくいもの」に対する点検が
容易に実施でき、調査、診断を効率化する官民連携
手法を考えたい

民間の創意工夫を生かして、自治体間の境界を越えて、
広域的に地域のインフラを束ねて管理したい

地域の合意形成を図りながら、まちづくり計画とインフラ老朽
化対策を連携させ、将来を見据えた効率的なインフラの更
新を進めていくため、手法を構築したい

職員不足や担い手不足に対応するため、インフラ老朽
化を「自分ごと化」するよう促し、市民等と協働してイン
フラを管理する体制を構築したい

広域的な自治体間の連携や、都道府県と市町村との連携により、包
括的にインフラの管理・運営を行うスキーム

地域のインフラの置かれた現状を市民に対して見える化し、地域の将
来像を踏まえ、まちづくりと連携してインフラ老朽化対策の「優先順位
付け」を行い、インフラの集約・再編等を図るスキーム

専門知識を有する事業者が束となり、点検から修繕工事までをセット
にしてインフラを統合的・横断的にマネジメントするスキーム

住民からの電話対応（道路損傷の通報等）をAI等を活用して効
率化するとともに、過去の蓄積データ（損傷発生箇所や対応履歴
等）を有効活用し、インフラ維持管理を効率化するスキーム

スマホアプリ等を使ってゲーム要素を取り入れるなど、ゲーミフィケーション
を活用した住民参加型のインフラ管理スキーム

道路＋河川や道路＋公園といった分野間で共通して適用できる技
術パターン（ドローン等）を活用し、分野を横断してインフラを包括的
に管理を行うスキーム

センシングやドローン、AI診断、IoT（状態監視）等の新技術を活用
し、効率的にインフラ管理を行う官民連携のデジタル管理体制の構築
により、インフラの劣化状況や点検調査結果を見える化するスキーム

民間企業のノウハウや創意工夫を活かし、苦情や要望対
応を効率化・省力化し、自治体職員の負担軽減等を図り
たい

などなど

点検のみならず、計画・設計・整備・修繕・改築などすべて
を一体的にマネジメントするスキームを考えたい

小規模な自治体でも導入できるような、分野を横断してイ
ンフラの定期点検等を効率的・効果的に実施する手法を
考えたい

※１ 地域インフラ群再生戦略マネジメント



【民間提案型官民連携モデリング事業】

テーマ②:スモールコンセッションの推進
人口減少等によって生じた遊休公的施設をどのように利活用するかという地域課題に対応し、民間の創意工夫を最大限生かした小規

模な官民連携事業により、遊休公的施設を効果的に利活用して地域課題の解決やエリア価値向上につなげる取組。

＜民間事業者によるシーズ提案のイメージ＞＜地方公共団体によるニーズ提案のイメージ＞

など など

6

未利用となっている廃校や寄付を受けた古民家など、同一エリ
アにある遊休公的施設をまとめて活用したい

遊休公的施設の活用を通じ、地域における関係人口や雇用
の拡大等を検討したい

地域企業が参画できる利活用スキームを一緒に考えてほしい

遊休公的施設の改修に必要な民間資金を調達したい

遊休公的施設の利活用を行うにあたり、エリア価値向上を定
量的に評価したい

エリア内の遊休公的施設との連携を前提としたバンドリング等による施設
一体管理・運営を行うスキーム

遊休公的施設の利活用に合わせ、二地域居住を推進するスキーム

地域企業や小規模自治体でも取組可能な少額又は短期間でできる
遊休公的施設の活用スキーム

スモールコンセッションがもたらす公益性に着目した資金調達のスキーム

スモールコンセッションがもたらす地域への来訪者数の増加や満足度向上
等といった地域価値向上効果を定量的に評価し、事業化検討に活かす
スキーム

遊休公的施設の利活用事業の構想段階から実現性の高い
資金計画を検討したい

金融機関が事業構想段階から関わり、資金計画を検討することで実現
性を高めるモデル

主なテーマと期待する提案イメージ



提案を期待する主なテーマと提案イメージ
【民間提案型官民連携モデリング事業】

テーマ③:グリーン社会の実現
グリーンインフラ※２の活用推進、カーボンニュートラルの実現、資源循環型経済への移行など、グリーン社会の実現に向けた取組（ハー

ド、ソフト両面を含む）に官民連携手法の導入を推進する取組。

＜民間事業者によるシーズ提案のイメージ＞＜地方公共団体によるニーズ提案のイメージ＞

など
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※２ 自然の多様な機能を活用した社会資本であり、将来にわたり持続可能で魅力ある国土・都市・地域づくり及びウェルビーイング向上に貢献するもの

グリーンインフラによる地域の魅力向上、にぎわい創出等を実現する
ための、自治体関係部局・民間企業・多様な地域主体が参画する
体制構築スキーム

グリーンインフラ施設の整備・活用を考えるための、地域企業や
住民が参画できる体制構築を行いたい

既存のグリーンインフラ施設（公園、植栽帯、街路樹等）に
ついて、中間支援組織や市民の参画などにより、効率的・効
果的に維持管理する手法を検討したい

グリーンインフラの多様な効果を把握し、「見える化」する手法
の開発・普及を図りたい

下水汚泥等の地域のバイオマス資源の活用により、サーキュ
ラーエコノミーを推進したい

地域企業や住民が参画する形でカーボンニュートラル等の達
成に向けたインフラ空間や公共施設の利活用に取り組みたい

グリーンインフラの多様な効果（生物多様性の向上、雨水流出抑
制、暑熱対策、健康増進、にぎわい創出等）に関するデータを収
集・集約し地域住民や利用者に向けて整備効果を見える化するこ
とで、公共空間の付加価値化に資するスキーム

下水汚泥、建設発生土、その他地域資源等を活用したサーキュラー
エコノミーを、公共施設等の整備・維持管理に組み込むスキーム

インフラメンテナンスに再エネ活用等を組み込んだカーボンニュートラル
の推進に資するスキーム

インフラ空間等を活用した再エネ導入・GXを推進するスキーム

グリーンインフラ施設のメンテナンスの容易化や、デジタル技術の活用、
中間支援組織の組成・活用などにより、点検や維持管理業務を効
率的に行うスキーム

など

既存の公共施設の活用検討をきっかけにカーボンニュートラル
の達成に向けた取組を推進したい



令和８年1月14日（水）13時分～14時30分（1時間半程度を想定）開催日時

オンライン（Zoom ウェビナー予定）開催形式

地方公共団体及び民間事業者（どなたでも参加可能です。）参加者

１．国土交通省からの事業説明
２．令和6年度の調査事業者からの調査内容の紹介

①NTTインフラネット株式会社（明和町でのインフラ等の包括管理委託）
②株式会社博報堂（村上市におけるSIBによるスモールコンセッション導入）
③大建工業株式会社（管理遊休地での緑化サービスの導入）

３．事業に関する質疑応答

プログラム
※予告なく変更となる場合がございます

令和８年度の事業説明会の開催について
【民間提案型官民連携モデリング事業】
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本事業に関して、 令和８年1月14日（水）にオンラインによる事業説明会を開催します。
事業説明会への参加については、下記URL又はQRコードよりお申込みください。申込締切後、申込いただ
いた皆様に視聴のためのURL等を受託事業者よりご案内いたします。
＜説明会参加申込フォーム＞ ※令和８年１月13日（火）１７時締切

※本事業説明会の開催情報等は、以下URLにも公開いたします。
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_rd1_000220.html

https://forms.office.com/e/xvcHm2Bmw5



ニーズ・シーズ提案の提出先・問い合わせ先
【民間提案型官民連携モデリング事業】

【本事業に関する問い合わせ先】
国土交通省 総合政策局 社会資本整備政策課 小林、市岡
TEL:03-5253-8111（内線24-、24-218）、03-5253-8981（直通）
E-mail:hqt-kanmin_renkei_modeling@gxb.mlit.go.jp

【ニーズ・シーズ提案の提出先】
○指定の様式に必要事項を記載の上、以下のメールアドレスあてに電子メールにより提出してください。

E-mail:hqt-kanmin_renkei_modeling@gxb.mlit.go.jp
＜ニーズ募集期間＞令和８年１月９日（金）から２月３日（火）17時まで
＜シーズ募集期間＞令和８年２月６日（金）から２月27日（金）17時まで（別途報道発表予定）
※件名欄に、「【R８】団体名・提案タイトル」を記載してください。提出様式は、PDF形式とPPT形式の双方をご提出ください。

※提案については、本事業事務局（国土交通省の「民間提案型官民連携モデリング事業に関する運営事務局業務」の受託事業者である
HDモデリング事業共同提案体（株式会社阪急交通社、合同会社デロイトトーマツ））にも共有し、当該事業者より、提案受領の確認
のメールを送付します。

○指定の様式の提出時に、下記URL又はQRコードのフォームより受付してください。
※こちらのフォームへの回答内容は公開しません。

＜ニーズ確認事項回答フォーム＞

＜シーズ確認事項回答フォーム＞
（別途報道発表予定）
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https://forms.office.com/e/PhxBUbwhez



提案の概要について、150字以内、2行以内でご記載ください。
※国土交通省HPに概要を掲載いたしますので、提案内容が分かるように詳細に記載ください。

②課題解決の方向性等

①解決したい課題

【全レイアウト共通】

・文字のサイズは原則８ポイント以上で記載してください。

・それぞれの枠の大きさ・レイアウトは変更は可能です。

・図や写真等の使用も可能です。

・提案書資料は１～２枚としてください。（別途参考資料の提出は受け付けません。）

・ご提出いただいた本提案書様式はそのまま国土交通省HPにおいて公表します。

・課題が多岐にわたる場合は、複数の提案をしていただくことも可能です。

③課題解決のイメージ・効果

・地方公共団体が抱える、本事業により解決したい課題について記載してください。

・地方公共団体の人口規模・面積・立地等について記載してください。

・本事業の対象としたい公共施設等の規模・種別・用途等の概要について記載してください。

・課題に関する取組状況、予算調整状況や今後のスケジュールについて可能な範囲で記載してください。

その他

・課題解決により、自治体・地域企業・地域住民がどのような効果を得たいかご記載ください。 ・自由記載（その他本提案に係る事項についてご自由にご記載ください。）

地方公共団体名 :
担当部署:

担当者:
連絡先（電話番号）:

・課題解決に向けて制約や条件（期間、コストなど）があれば記載してください。

・課題解決の方向性や、現時点でどのような手法やアイディアを求めているか、民間事業者のシーズ提案に期待する事項について記載してください。

メールアドレス:

令和8年度民間提案型官民連携モデリング事業 ニーズ提案書（地方公共団体） 様式

（団体名を記載）
（提案タイトルを記載）
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・関連するテーマ・対象施設・事業手法を赤枠で囲んでください。その他の場合は（ ）内に記載してください。
複数選択も可能です。

【対象施設】 道路 / 橋梁 / 公園 / 上下水道 / 河川 / 港湾 / 遊休施設 / その他（ ）

【事業方式】 コンセッション / その他のPFI / 包括的民間委託 / その他（ ）

【テ ー マ】 持続可能なインフラマネジメントの実現/ スモールコンセッションの推進 / グリーン社会の実現 / その他（ ）



令和７年度の民間提案型官民連携モデリング事業の実績



2/5 2/7
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調
査
委
託
先
民
間
事
業
者
決
定 優良な民間提案を基にモデル事業となる新たな

官民連携手法の構築（年度末までの支援）

6/193/27

○ 今年度は地方公共団体から提案のあった３６件の課題（ニーズ）に対し、これらの解決を目指す７０件の民間事業者からの新たな官民連
携手法（シーズ）の提案が寄せられております。民間事業者がシーズ提案の説明等を行う「アピールタイム」には、300超の地方公共団体が参
加。

○ 地方公共団体の課題の解決に資する優良なシーズ提案については、募集の上、国から調査委託を実施中（10件）。

インフラを支える自治体の職員不足や老朽化が進むインフラの効率的・効果的な更新といった地域課題に対応し、民間ノウハウ、新技術の活用、業務のデジタ
ル化・DX 等を通じて、インフラを広域・複数・多分野で一体的・効率的に管理する取組や、まちづくり計画を踏まえて地域の将来像を見据えたインフラの更新
や集約・再編等を実施する取組。

その他（上記3テーマ以外）地方公共団体からのニーズ提案

グリーン社会の実現

スモールコンセッション

戦略的なインフラマネジメントを担う自治体の確保

（地方公共団体からのニーズ提案）

（地方公共団体からのニーズ提案）

（地方公共団体からのニーズ提案）

○ 当課HPへのシーズ・ニーズ掲載

・国土交通省官民連携（PPP/PFI）サイト
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei
/sosei_kanminrenkei_rd1_000099.html

■ 官民マッチング促進■ シーズ提案

■ スケジュール

○ アピールタイムの実施

・シーズ提案企業全社・ニーズ提案31自治体が参加
・約864名が視聴

地方公共団体 308名
民間事業者 516名
その他 40名

○ 個別対話イベントの実施

・地方公共団体職員がシーズ提案者と直接対話できる
機会を提供

（20件）

（10件）

（4件）

43件

16件

10件選定

ニーズ募集
36件

シーズ募集
70件

（２件）

人口減少等によって生じた遊休公的施設をどのように利活用するかという地域課題に対応し、民間の創意工夫を最大限いかした小規模なPPP/PFI 
事業により、遊休公的施設を効果的に利活用し、地域経済の活性化や地域課題の解決等の地方創生を推進する取組

11件
人口減少等によって生じた遊休公的施設をどのように利活用するかという地域課題に対応し、民間の創意工夫を最大限いかした小規模なPPP/PFI 
事業により、遊休公的施設を効果的に利活用し、地域経済の活性化や地域課題の解決等の地方創生を推進する取組

【参考】令和７年度のニーズ・シーズ提案の募集・アピールタイムの実施状況
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○ 国からの調査委託により、民間提案に基づく新たな官民連携手法についての構築・導入検討を実施中です（１0件）。
＜掲載ページ＞https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_rd1_000099.html

【参考】令和７年度 調査実施団体一覧

導入検討先
自治体選定団体名調査テーマ名分野

熊本市（熊本県）、
三原市（広島県）

インフロニア、前田建設、前田道路共同提案
体データに基づく実態的広域化の検討

戦略的なイ
ンフラマネジメ
ントを担う自
治体の体制
の確保

大豊町
（高知県⾧岡郡）

第一コンサルタンツ、日本大学工学部、
東京大学共同提案体

過疎が進む小規模自治体におけるインフラの簡易管理から
終活に向けた対策提言と実践

田原本町、川西町、
三宅町

（奈良県磯城郡）
株式会社オリエンタルコンサルタンツ複数基礎自治体の広域連携によるネットワーク型インフラ

包括的民間委託

木津川市
（京都府）

三井住友建設、
HARDWOOD共同提案体

AIを活用した樹木管理デジタル化プラットフォーム構築によ
る自治体の緑地インフラ維持管理の効率化・高度化

宝塚市
（兵庫県）Amame Associate Japan株式会社自治体が保有する市営住宅の効果的維持管理体制の検

討

富田林市
（大阪府）阪急コンストラクション・マネジメント株式会社CM方式を活用したスモールコンセッションによる大型町家群

再生利活用の推進
スモールコン
セッションの推
進

横須賀市
（神奈川県）株式会社エンジョイワークス地域・個人投資家・大手企業が一緒に公的不動産再生

事業に参画できる地域活性ローカルマザーファンド導入

東大和市
（東京都）

Amame Associate Japan株式会社、
株式会社スタジオテラ共同提案体

発展型のスモールコンセッションによる公的遊休不動産利活
用

秩父市
（埼玉県）

建設技術研究所、
ミドリク(MiDriq)NbS株式会社官民連携で実現する秩父の森の新たな価値創造

グリーン社会
の実現 杉並区

（東京都）株式会社建設技術研究所グリーンインフラに関する官民連携の包括管理・運営サービ
ス



【参考】令和7年度の「戦略的なインフラマネジメントを担う自治体の体制の確保」
におけるニーズ提案
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【参考】令和7年度の「戦略的なインフラマネジメントを担う自治体の体制の確保」
におけるシーズ提案 （1/2）
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【参考】令和7年度の「戦略的なインフラマネジメントを担う自治体の体制の確保」
におけるシーズ提案 （2/2）
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【参考】令和7年度の「スモールコンセッションの推進」におけるニーズ提案
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【参考】令和7年度の「スモールコンセッションの推進」におけるシーズ提案 （1/2）
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【参考】令和7年度の「スモールコンセッションの推進」におけるシーズ提案 （2/2）
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【参考】令和7年度の「グリーン社会の実現」におけるニーズ提案
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【参考】令和7年度の「グリーン社会の実現」におけるシーズ提案 （1/2）
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【参考】令和7年度の「グリーン社会の実現」におけるシーズ提案 （2/2）
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